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阪神高速道路(株)では、｢交通安全対策アクションプログラム｣などを策定して、交通事故多発地点に

着目した様々な安全対策を講じるとともに、ドライバーへの働きかけによって交通事故の削減を図って

きた。しかし、依然として多くの事故が発生しており、これまでの対策の限界も示唆されている。この

ため、更なる事故削減に向けた新たな対策の視点や、少しでも事故を減らすことができる具体的方策の

必要性が指摘されている。 

本研究は、更なる事故削減に資することを目的として、交通事故データ・交通データ・道路構造デー

タ・気象データ・安全対策データを統合した｢事故データベース｣を活用して、量的・質的データを融合

した交通事故要因分析を通して事故分類を細分化、体系化し、その影響度合いを定量把握して、今後の

安全対策の方向性を提案した。 
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１．はじめに 

阪神高速道路(株)では、｢安全｣、｢安心｣、｢快適｣なネ

ットワークを実現するために、施設整備による対策やド

ライバーに安全運転を実行していただくための施策、さ

らには ICT技術を活用した施策など、事故を削減するた

めの取り組みに努めてきた。この結果、平成 15年からの

10年間で、全事件数は7,508件から5,876件に22%削減、

人身事故発生件数は812件から317件に61%も減るなど、

大きな事故削減を達成することができた。 

しかし、これまでの安全対策は、どちらかと言うと事

故多発地点に着目した対策や、滑り止め舗装、本線料金

所での混在レーンの廃止、カラー舗装など事故削減効果

が大きい施策が主であった。今後、更なる事故削減を実

現するためには、事故多発地点への対策のみに捉われず、

様々な視点で少しでも事故を減らすことができる方策の

必要性が指摘される 1）。 

本研究は、今後の合理的で新たな安全対策の上積み検

討に資することを目的として、事故データに関連する大

量のデータを活用することで、事故が発生した時の道路

交通環境要因の分析を行い、その結果を踏まえた新たな

交通事故分類を検討するとともに、その影響度合いを体

系的に整理して対策の視点を明らかにし、今後の安全対

策の方向性を提案するものである。 

なお、事故要因の分析に際しては、交通事故デー

タ・交通データ・道路構造データ・気象データ・安全

対策データを統合した｢事故データベース｣を活用し、

量的・質的データを融合した分析を実施することとし

た 2）。 

 

２．既存研究における交通事故要因分析 

事故は普遍的に事故発生場所（単路部事故、交差点事

故、その他）や事故形態（衝突事故、追突事故、接触事

故、その他）などによって分類され、事故分類ごとの交

通事故分析が行われてきた。しかし、このような事故分

類は事故発生の「因」ではなく「果」によって分けられ

たものであるため、事故が発生した根本的な理由を明か

すことは困難である。 

そのため、交通事故データを用いた事故要因分析とし

て、様々なデータマイニング手法が用いられた研究が進

められてきた。鹿野島ら 3）、4）は決定根拠帰納法や回帰ツ

リー帰納法などを用いた。決定根拠帰納法は事故発生要

因が定量化はできるものの、項目ごとの一対一関係の計

算が必要であるため、膨大な計算が必要であることと、

回帰ツリー帰納法は連続量的データの範囲を自動的に区

分するものの、区分する境界値が一般値ではないことな

どが指摘される。また、小澤ら 5）は、決定木ツール法に

よって事故要因分析を行った。しかし、決定木ツールは

多重共線性の問題の発生やアウトプットの解釈が困難で
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ある等の問題がある。飯田ら 6）、7）は、アソシエーション

分析に基づいた検討を行った。アソシエーション分析は、

巨大な事故データからデータの項目間の関連をルールの

形で抽出する方法である。しかし、この手法では結論部

を先に決めておく必要があるため、事故の分類によって

発生要因が変わってくる等の問題もある。さらに、これ

らの手法は量的データか質的データのみが使用可能であ

るため、交通事故関連データが十分に活用できないとい

った限界が指摘される。 

本研究では、これらの問題を踏まえ、質的データと量

的データを同時に使用可能な手法を考え、交通事故が発

生した時の道路交通環境要因を分析し、要因による事故

分類を定義することで、交通事故分類ごとの安全対策の

方向性を検討する。 

 

３．事故の環境要因分析のためのデータと分析の流れ 

 

3.1 データ整備 

本研究の分析対象期間は 2010年 4月から 2014年 3月

までの 4年間、対象地域は阪神高速道路の全区間とする。

対象期間・区間の総事故件数は 22,353 件であり、2010

年度は 5,554件、2011年度 5,369件、2012年度 5,554件、

2013 年度 5,876 件で、4 年間の経年による変化は見られ

なかった。 

本研究では、4年間の交通事故データに、交通データ、

道路構造データ、気象データ、安全対策データを関連付

け、これらのデータから交通事故発生に影響を及ぼすと

考えらえる道路交通環境要因の項目を抽出した（表 1）。

これらの項目のうち、データの欠損や項目の重複などを

考慮して、実際の事故要因分析に使用した項目は表 1中

の緑と黄色網掛けで示す 11項目とした。 

 

3.2 分析の流れ 

本研究の流れは図 1 に示すとおりである。2 章で示し

たように、データマイニングにおいて道路交通環境の要

因分析をするのに量的データと質的データを同時に使用

することは困難である。そこで、まず質的データを用い

て、数量化 3類分析に基づいた事故要因分析を行う。数

量化 3類分析の結果であるカテゴリスコアとサンプルス

コアスコアのうち、事故ごとに得られるサンプルスコア

を量的データとみなし、他の量的データと一緒にクラス

ター分析をすることで、質的データと量的データを同時

に考慮した事故の環境要因分析を行うことができる。ク

ラスター分析から環境要因を反映して分類されたクラス

ターからは、安全対策を検討することが十分可能であり、

クラスター別に事故損失を算定することで、安全対策の

優先順位を検討して安全対策の方向性を提案することが

可能となる。 

４．量的・質的データを融合した交通事故分類の検討 

 

4.1 質的データの事故の環境要因分析 

本研究では、質的データを用いたデータマイニングの

要因分析として数量化 3類分析を実施する。数量化 3類

分析は、名義尺度や順序尺度などの質的データを用いて

サンプルデータや変数などの類似性を分析することがで

きる。数量化 3類分析における質的データは、表 1で表

すように曜日（平日、週末、休日）、時間帯（朝ピーク、

昼間、夕ピーク、夜間）、道路線形（直線、クロソイド、

円弧）、道路区間（本線、本線料金所、入口、出口、PA）、

分合流パターン（分岐区間、合流区間、連続区間）を用

い、出力軸数は 5に設定した。出力軸ごとに算定された

カテゴリスコアの一例を図 2に示す。ここで、カテゴリ

スコア結果からその軸の意味を解釈する必要があり、図

2 の軸は道路区間によって定義された軸であると解釈し

た。同様に、残りの 4つの軸はそれぞれの軸は曜日、時

間帯、道路線形、分合流パターンとして解釈でき、各軸

の寄与率も有意であることが確認できた。 

表 1 道路交通環境要因の分析対象項目 

要因 分析項目 

環境 

要因 

動的 

要因 

曜日 

時間帯 

雨の有無 

降雨量 

路面状態 

速度 

交通量 

高車率 

交通状況 

渋滞要因 

静的 

要因 

勾配 

道路線形 

曲線半径 

道路区間 

分合流パターン 

走行車線 

総車線数 

舗装種別 

舗装経年数 

主体 

要因 

ドライバー 

要因 

性別 

年齢 

運転経験 

利用頻度 

車種 

事故 

パターン 

事故形態 

事故原因 

車両接触パターン 

  ：質的データ  ：質的データ 
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図 2 数量化 3類分析結果のカテゴリスコア 

 

4.2 量的・質的データを融合した事故の環境要因分析 

本節では、量的データと質的データを融合した分析手法

を提案する。交通事故データの質的データを用いて数量化

3類分析を行うと、各事故ケースに類似性を表すサンプル

スコアが算出できる。ここで計算されたサンプルスコアを

量的データとみなし、表 1の量的データ（速度、交通量、

高車率、降雨量、曲線半径、勾配）とあわせてクラスター

分析を行った。ここで、サンプルスコアと各データはそれ

ぞれスケールが異なるため、標準化した Z スコアを利用

することとし、クラスター数は20個と設定した。 

表 2は、22,353件の事故データを用いたクラスター分析

結果におけるクラスターごとのケース数（事故件数）であ

る。クラスター14や7のようにケース数が2,500以上のク

ラスターもあれば、クラスター19や1のように100以下の

ものもあり、クラスター別にケース数のばらつきは大きい。 

 

4.3 新たな交通事故分類の提案 

各クラスター特徴を把握するため、道路交通環境要因

の項目別の度数分布、構成割合と事故形態の割合を集計

した。その結果を図 3に示す。図 3によると、クラスタ

ーごとに特有の分布をしている項目が存在しており、ま

た、その項目の組み合わせも異なることが分かる。特有

の分布を抽出して、項目別のクラスターの特徴をまとめ

たのが、表 3である。表 3によると、クラスターは大き

く動的要因である時間帯と天気（降雨量）と、静的要因

である空間で分けることができ、また、それぞれ交通状

況、速度、時間や高車率、勾配などの特徴も持っている

ことが窺える。本研究では、ここで定義されたクラスタ

ーの特徴が事故発生時の道路交通環境要因であり、新た

な事故分類であると提案する。 

これらのクラスター別に、道路ネットワークにおける

事故件数の空間分布の一例を示したのが図 4である。ク

ラスター14を表 3の特徴から見ると、朝・夕ピーク時の

非渋滞、高速度の状況で起きる事故であるといえる。一

方、図 4 (a)の事故件数が多い場所を見ると、渋滞発生区

間の末尾であることも確認できる。また、クラスター16、

15、19 と 1 は雨の日に起きた事故であるため、図 4 (b)

のようにネットワーク上の事故発生場所が把握できると、

降雨時のリアルタイム情報提供や安全対策が可能になる。 

表 2 クラスター分析結果のケース数 

クラスター 1 26 

2 1,124 

3 1,665 

4 359 

5 411 

6 216 

7 2,540 

8 369 

9 1,911 

10 155 

11 3,789 

12 921 

13 2,489 

14 2,822 

15 212 

16 396 

17 786 

18 1,896 

19 51 

20 183 

有効数 22,321 

欠損 32 
 

データの標準化（Z値）
事故データの
質的データinput

method クラスター分析数量化3類分析

output クラスター分類
カテゴリスコア＆
サンプルスコア

新たな事故分類
outcome

＋事故データの
量的データ

事故損失量・損失額推定

交通データ 事故データ

クラスター別
事故損失

クラスター別
渋滞損失

安全対策の方向性の検討

質的データを用いた
事故要因分析

量的データを用いた
事故要因分析

 
図 1 研究の流れ 
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図 3 クラスターの道路交通環境要因の項目別度数分布 



 

表 3  各クラスターの特徴 

 
動的要因 静的要因 

時間帯 天気 空間 

主要因 朝・夕ピーク 夜間 昼間 休日 雨 大雨 超大雨 環状線 入口 出口 料金所 PA 

交通 渋滞 非渋滞          交通多     交通多    

速度 低速度 高速度 高速度     高速    中速度      高速   

時間   週末    7-9除   
週末 

・休日 
    

7-18 

平日 

夜間 

週末 

・休日 

7-18 
週末 

・休日 
  

その他    
高車

高 

上り 

勾配 

下り 

勾配 
            

高車

高 
 

事故形態 追突  施設 施設    施設 施設 施設 施設 
追突 

・接触 
施設 施設 追突 施設  施設 施設 車両 

Cluster 11 14 7 2 13 9 18 16 15 19 1 3 12 5 17 8 4 6 20 10 

case数 3789 2822 2540 1124 2489 1911 1896 396 212 51 26 1665 921 411 786 369 359 216 183 155 

 

【凡例】
該当なし

80以上
　　　　　  71-80
　　　　　  61-70
　　　　　  51-60
　　　　　  41-50
　　　　　  31-40
　　　　　  21-30
　　　　　  11-20

事故件数　 1-10

  (a) Cluster 14 

【凡例】
該当なし

80以上
　　　　　  71-80
　　　　　  61-70
　　　　　  51-60
　　　　　  41-50
　　　　　  31-40
　　　　　  21-30
　　　　　  11-20

事故件数　 1-10

  (b) Cluster 15 

図 4 阪神高速道路におけるクラスターの事故件数分布図の一例 



５．新たな事故分類に基づいた安全対策の方向性検討 

 

5.1 クラスター別安全対策の検討 

量的データと質的データを融合した道路交通環境の

要因に基づく分類を行った結果、20個のクラスターを得

た。ここでは、そのクラスターを新たな事故分類である

と提案し、分類された各クラスターの特徴を用いて新た

な事故分類を定義するとともに、新たな事故分類別の対

策の方向性について検討する。 

安全対策の方向性の検討に際しては、図 4に例示した

ような各クラスターにおける事故件数を道路ネットワー

ク上で表した事故件数分布図と、事故発生時の道路交通

環境要因に基づいたクラスターの特徴から提案できる安

全対策の方向性を表 4のように整理した。 

 

5.2 事故損失による安全対策の優先順位検討 

ここでは、交通事故安全対策の優先順位を検討するた

め、各事故における損失額の推定を行った。事故損失原

単位は、内閣府が提案した「交通事故の被害・損失の経

済的分析に関する調査報告書」8)に基づいて算定する。

ここで、物損事故における物的損失額については、阪神

高速道路における、事故補償を求めた保全管理費に基づ

いた物損額を反映して原単位を設定した。算定した事故

損失額に事故渋滞損失額を加算したのが本研究で用いら

れる事故損失額である。事故の社会的損失額としては、

事故渋滞損失を対象とし、阪神高速道路の交通管制シス

テムデータを活用して、過大損失とならないように乗用

車時間価値を乗じて事故渋滞による時間損失と損失額を

算定した。 

表 5は、クラスター別に事故損失を推定した事故件数

と各クラスターにおける事故損失の総額および事故 1件

当たりの平均事故損失額を示している。 

事故損失の総額を考慮して安全対策の優先順位をつ

けると、Cluster11 → Cluster14 → Cluster7 → Cluster13 → 

Cluster9 → Cluster18 → Cluster3順に安全対策の効果が大

きい。一件当り事故損失額を考慮すると、Cluster19 → 

Cluster16 → Cluster2 → Cluster7 → Cluster14 → Cluster15 

→ Cluster5順も考えられる。 

図 5には、事故 1件の損失額が高い上位 10%、20%、

30%が各クラスターに構成している事故件数と上位 10%、

20%、30%の損失総額を、それぞれ棒グラフと線グラフ

で示している。効率性を考慮すると、上位 10%の事故件

数が一番多い Cluster14 → Cluster7 → Cluster11 

→Cluster13順の安全対策が考えられる。 

いずれにしても、Cluster14、Cluster7 、Cluster11 は上

位にランクされるため、優先的に安全対策を実施してい

くべき事故であるといえる。 

 

表 4  クラスター別の安全対策 

Cluster 区分 安全対策 

11 朝・夕 

ピーク 

【渋滞流中の追突】 

・常時渋滞地点の渋滞緩和 

・追突事故の注意喚起 

・交通需要の分散 

14 【渋滞末尾の衝突】 

・速度抑制 

・渋滞末尾の注意喚起 

7 夜間 ・速度抑制 

・事故多発地点の手前での注意情報の

提供 

・低頻度利用ドライバー対策 

(低頻度利用者のための案内対策マニ

ュアル等) 

2 ・営業車両への研修、情報提供 

・営業車両の速度抑制 

・事故多発地点の注意情報の提供 

13 昼間 ・車間距離確保の注意喚起 

・速度抑制 

9 ・速度抑制 

・滑り止め舗装 

18 休日 ・低頻度利用ドライバー対策 

16 雨 ・該当地点における速度抑制のリアル

タイム情報提供 

・低頻度利用ドライバー対策 

・車間距離確保 

15 大雨 

19 超大雨 

1 

3 環状線 ・環状線利用時の注意情報の提供 

（環状線利用マニュアルなど） 

・（織込みを減らすための）車線利用誘

導 

・需要抑制 

12 入口 ・速度抑制 

・施設接触事故の注意情報提供 5 

17 出口 ・車間距離維持 

・出口渋滞対策 

8 ・速度抑制 

・低頻度利用者のドライバー対策 

4 料金所 ・車線誘導（レーンマーク） 

6 ・速度抑制 

・低頻度利用ドライバー対策 

・手前からの車線誘導 

・手前からの料金所ブース案内 

20 ・速度抑制 

・営業車対策 

10 PA ・速度抑制 
 



６．おわりに 

本研究は、今後の合理的で新たな安全対策の上積み検

討に資することを目的として、事故発生時の道路交通環

境要因の分析を通して新たな事故分類を提案し、その影

響度合いを体系的に整理して対策の視点と今後の安全対

策の方向性を検討した。 

まず、新たな事故分類を見出すために、質的データと量

的データを融合した「数量化3類+クラスター分析」を検

討し、20のクラスターへの分類を提案した。この分類は、

動的要因と静的要因を勘案した事故の特徴が経験的にも

うなずけるものである。また、事故データベースを活用し

て事故損失量とその貨幣価値換算値を推定し、提案した

20クラスターの総事故損失額(効果の大きさ)、上位事故損

失額(効率性)といった指標を比較して、優先的に対策を進

めるべきクラスターと安全対策の方向性を提案した。 

今後は、本研究の成果を活用し、新たな視点に基づく対策

の具体化を検討し、今後の合理的で実効性の高い交通安全対

策の戦略を構築し、交通事故の削減を図ることが望まれる。

また、ここで提案した分析手法は、安全対策を検討していく

ための一つのアプローチである。ゆえに今後、より多様な視

点に基づく事故分析を継続することが必要である。 
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1件当り 
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図 5 クラスター別上位の事故件数と損失総額 
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